
    

医療法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成30年10月９日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県条例第52号 

   医療法施行条例の一部を改正する条例 

 医療法施行条例（平成24年岩手県条例第69号）の一部を次のように改正する。 

 改正前 改正後 

１ （既存病床数及び申請病床数の補正の基準） （既存病床数及び申請病床数の補正の基準） 

 第２条 法第７条の２第４項に規定する条例で定める既存の病床数及び申請

に係る病床数を算定するに当たっての補正の基準は、次のとおりとする。 

第２条 法第７条の２第４項に規定する条例で定める既存の病床数及び申請

に係る病床数を算定するに当たっての補正の基準は、医療法施行規則（昭

和23年厚生省令第50号。以下「省令」という。）に規定するところによる

。 

  (１) 介護老人保健施設の入所定員については、当該介護老人保健施設の

入所定員数に0.5を乗じて得た数を療養病床又は一般病床に係る既存の

病床数として算定すること。 

 

  (２) 前号に掲げるもののほか、規則で定める基準  

  （既存病床数の算定の基準）  

 第３条 法第７条の２第５項に規定する既存の病床数とみなす条例で定める

算定の基準は、介護老人保健施設の入所定員数に0.5を乗じて得た数とす

る。 

第３条 削除 

 

  （専属薬剤師の配置の基準） （専属薬剤師の配置の基準） 

 第４条 法第18条に規定する条例で定める専属の薬剤師の配置の基準は、医

療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号。以下「省令」という。）に規定

するところによる。 

第４条 法第18条に規定する条例で定める専属の薬剤師の配置の基準は、省

令に規定するところによる。 

    附 則    附 則 

  （施行期日）  

 １ ［略］ １ ［略］ 



    

  （経過措置）  

 ２ 平成12年４月１日以後に介護保険法（平成９年法律第123号）第94条第

１項又は第２項の規定による開設の許可又は入所定員の増加に係る変更の

許可を受けた介護老人保健施設（次項において「平成12年４月１日以後に

開設許可等を受けた介護老人保健施設」という。）及び平成３年６月26日

以後に介護保険法施行法（平成９年法律第124号）第24条の規定による改

正前の老人保健法（昭和57年法律第80号）第46条の６第１項又は第２項の

規定による開設の許可又は入所定員の増加に係る変更の許可を受けた老人

保健施設であって介護保険法施行法第８条第１項の規定によりその開設者

が介護保険法第94条第１項の許可を受けた者とみなされた介護老人保健施

設（次項において「平成３年６月26日以後に開設許可等を受けたみなし介

護老人保健施設」という。）の入所定員（入所定員の増加に係る変更にあ

っては、当該増加部分に限る。）については、当分の間、第２条第１号及

び第３条の規定は、適用しない。 

２ 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律（平成29年法律第52号）附則第28条に規定する既存の病床数とみなす条

例で定める算定の基準は、介護保険法施行規則等の一部を改正する等の省

令（平成30年厚生労働省令第30号）に規定するところによる。 

 ３ 前項の規定は、平成12年４月１日以後に開設許可等を受けた介護老人保

健施設及び平成３年６月26日以後に開設許可等を受けたみなし介護老人保

健施設以外の介護老人保健施設の入所定員について準用する。 

 

 ４ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成

11年厚生省令第40号）附則第13条の療養病床の転換を行った介護老人保健

施設の入所定員（同条の転換に係る部分に限る。）については、当該転換

を行った日から同日以後最初の省令第30条の30第１号の規定に基づき療養

病床及び一般病床に係る基準病床数を県において算定する日までの間に限

り、附則第２項の規定にかかわらず、第２条第１号及び第３条中「入所定

員数に0.5を乗じて得た数」とあるのは、「入所定員数」とする。 

 

２  （病院の施設及びその構造設備の基準）  （病院の施設及びその構造設備の基準） 

 第６条 法第21条第１項第12号に規定する条例で定める病院の施設は、次の

とおりとする。 

第６条 法第21条第１項第12号に規定する条例で定める病院の施設は、次の

とおりとする。 



    

 (１) 消毒施設及び洗濯施設（法第15条の２の規定により繊維製品の滅菌

若しくは消毒の業務又は寝具類の洗濯の業務を委託する場合における当

該業務に係る設備を除く。） 

(１) 消毒施設及び洗濯施設（法第15条の３第２項の規定により繊維製品

の滅菌若しくは消毒の業務又は寝具類の洗濯の業務を委託する場合にお

ける当該業務に係る設備を除く。） 

 (２)～(４) ［略］ (２)～(４) ［略］ 

 ２ ［略］ ２ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、表２の項の改正部分は、平成30年12月１日から施行する。 
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